
令和３年度 第１回 龍ケ崎市都市計画審議会 

 

 

                   日  時：令和３年７月１日（木） 

                        午後３時から 

                   場  所：龍ケ崎市役所５階 

                        全員協議会室 

 

 

～ 会 議 次 第 ～ 

 

 

１ 開  会 

 

２ あいさつ 

 

３ 議  題 

 

  議案第１号 龍ケ崎市都市計画審議会会長及び職務代理者の選任について 

 

  諮問第１号 竜ヶ崎・牛久都市計画 区域区分の変更について 

（つくばの里工業団地南地区関連） 

  諮問第２号 竜ヶ崎・牛久都市計画 用途地域の変更について 

        （つくばの里工業団地南地区関連） 

  諮問第３号 竜ヶ崎・牛久都市計画 地区計画の変更について 

        （つくばの里工業団地関連） 

  諮問第４号 竜ヶ崎・牛久都市計画 生産緑地地区の変更について 

        （生産緑地地区の解除について） 

  報告第１号 特定生産緑地の指定について（経過報告） 

 

４ 閉  会 
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資料１

竜ヶ崎・牛久都市計画
諮問第１号 区域区分の変更について
諮問第２号 用途地域の変更について

（ つくばの里工業団地南地区関連 ）

令和３年７月１日
令和３年度 第1回都市計画審議会資料

〔諮問第１,２号〕つくばの里工業団地南地区 区域区分・用途地域の変更

圏央道
(阿見東IC)

美
浦
栄
線
バ
イ
パ
ス

◇市の北東部に位置する
◇市唯一の工業団地地域
◇圏央道へのアクセス性が高い ※現在22社が操業中
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３．工業団地拡張事業について
【区域】 龍ケ崎市向陽台６丁目の区域

（令和２年４月1日から，向陽台6丁目に変更）

４．拡張区域と経緯・経過

〇 H30.10.16・市街化調整区域における地区計画決定
〇 龍ケ崎市において，造成工事を実施
（一部，民間事業者による開発行為により，工場を建設）

〇 R2.３・造成工事完了
〇 R2.４～・公募開始（全て，完売）

現
況
と
課
題

市内の生産・流通系の用地は、ほぼ飽和状
態にあるため、景気動向や企業の進出意向
等を的確に見極めながら、つくばの里工業
団地拡張の実現に向けた検討を進めていく
必要があります。

都
市
づ
く
り
の
方
針

２）活力と雇用を生みだす産業拠点の充実
・つくばの里工業団地及びその周辺を産業
拠点と位置づけ、周辺の緑豊かな環境との
調和に配慮した操業環境の維持・機能強化
を図ります。
・圏央道の開通等、アクセス性の向上によ
り予想される立地需要の高まりに対応する
ため、企業の進出意向等を見極めながら計
画的な区域の拡張を検討するとともに、定
住人口・交流人口の増加や雇用の確保に資
する企業等の誘致を推進します。

〔諮問第１,２号〕つくばの里工業団地南地区 区域区分・用途地域の変更

〔諮問第１,２号〕つくばの里工業団地南地区 区域区分・用途地域の変更
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〔諮問第１,2号〕つくばの里工業団地南地区 区域区分・用途地域の変更
〇 都市計画手続きの状況

区域区分の変更（県決定） 用途地域の変更（市決定）

当初決定 平成30年10月16日 市街化調整区域における地区計画の都市計画決定

原案作成 令和２年９月

市都市計画審議会（事前説明） 令和2年10月8日（9月24日開催の予定であったが，台風接近のため10/8に延期）

住民説明会 令和２年10月10日 ⾧戸コミュニティセンター（8人）

案の申出（県知事へ，都計法15条の2） 令和２年10月30日 ʷ

公聴会（都計法16条1項） 公述申出期間：令和3年1月12日~1月20日
※公述申出が無かったため，公聴会は中止となりました。

事前協議（茨城県→国：国土交通省） 令和3年1月25日 提出
令和3年4月6日 回答（異存なし） ʷ

事前協議（協議先：茨城県知事） ʷ 令和3年2月8日 提出
令和3年2月22日 回答（異存なし）

意見照会（都計法18条1項） 令和3年3月11日（茨城県知事より）
回答期限：令和3年7月9日 ʷ

案の公告・縦覧（都計法17条1項） 令和3年5月17日~5月31日（15日間：縦覧者0名，意見書の提出なし）

市都市計画審議会（都計法19条1項） （本日）令和３年７月１日

意見回答 令和3年7月5~9日 ―

本協議（都計法19条3項） ― 令和3年7月5日~9日（協議先：県知事）

県都市計画審議会 令和3年７月中旬開催予定 ―

都市計画決定（都計法20条） 令和3年９月（予定）
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資料２

諮問第３号 竜ヶ崎・牛久都市計画
地区計画の変更について

（ つくばの里工業団地関連 ）

令和３年７月１日
令和３年度 第1回都市計画審議会資料

2-1

〔諮問第３号〕つくばの里工業団地地区地区計画の変更について

名 称：つくばの里工業団地南地区地区計画（H30.10.16告示）
区 域：龍ケ崎市向陽台六丁目
面 積：約５．１ヘクタール

☆地区整備計画の内容
◇建築物等の用途の制限
次に掲げる建築物は建築してはならない
・建築基準法別表二（わ）項に掲げる施設
⇒工業専用地域に建築してはならない建築物

・店舗等その他これらに類するもの
・カラオケボックスその他これに類するもの
・派出所，公衆電話所その他これらに類するもの
・神社，寺院，教会その他これらに類するもの
・公衆浴場
・診療所，保育所その他これらに類するもの
・老人福祉センター，児童厚生施設

その他これに類するもの
・自動車教習所
・都市計画法施行令第20条に掲げる建築物⇒畜舎等

◇容積率の最高限度 ＝200％
◇建ぺい率の最高限度＝ 60％

◇敷地面積の最低限度＝1,000㎡
◇壁面位置の制限（境界から建築物の外壁等までの距離）
・地区計画の区域界から5.0ｍ
・その他敷地境界線から2.0ｍ

◇垣又は柵の構造の制限
・生け垣又は透視可能な柵

用途地域で定めるため
不要となる

建築基準法と重複する部分が
あるため，変更が必要

2-2
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２．つくばの里工業団地における紳士協定について

〔諮問第３号〕つくばの里工業団地地区地区計画の変更について

３．工場立地法による緑化の制限

2-3

〔経過告〕つくばの里工業団地南地区 区域区分の変更・用途地域の設定〔諮問第３号〕つくばの里工業団地地区地区計画の変更について

４．新たな地区計画の策定

A地区
約82.7ha

B地区
約5.1ha

5．つくばの里工業団地地区地区計画

2-4
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〔諮問第３号〕つくばの里工業団地地区地区計画の変更について
（用途地域・地区計画による建築制限の概要）

地区計画 地区計画

住宅・共同住宅 ● ● 単独車庫（附属車庫を除く） ○ ○

寄宿舎、下宿 ● ● 建築物附属自動車車庫

● ● ⑪⑫③については、建築物の延べ面積の1/2以下

店舗等の床面積が   150㎡以下のもの ④ × 倉庫業倉庫 ○ ○

店舗等の床面積が   150㎡を超え、   500㎡以下のもの ④ × 自家用倉庫 ○ ○

店舗等の床面積が   500㎡を超え、 1,500㎡以下のもの ④ × 畜舎（15㎡を超えるもの） ○ ×

店舗等の床面積が 1,500㎡を超え、 3,000㎡以下のもの ④ ×

店舗等の床面積が 3,000㎡を超え、10,000㎡以下のもの ④ ×

店舗等の床面積が10,000㎡を超えるもの ● ● ○ ○
事務所等の床面積が  150㎡以下のもの ○ ○ ○ ○

事務所等の床面積が  150㎡を超え、  500㎡以下のもの ○ ○ 危険性や環境を悪化させるおそれがやや多い工場 ○ ○

事務所等の床面積が  500㎡を超え、1,500㎡以下のもの ○ ○ 危険性が大きいか又は環境を悪化させるおそれがある工場 ○ ○

事務所等の床面積が1,500㎡を超え、3,000㎡以下のもの ○ ○ 自動車修理工場（原動機の制限あり） ○ ○

事務所等の床面積が3,000㎡を超えるもの ○ ○ 量が非常に少ない施設 ○ ○

ホテル、旅館 ● ● 量が少ない施設 ○ ○

● ● 量がやや多い施設 ○ ○

カラオケボックス、ダンスホール等 ⑥ × 量が多い施設 ○ ○

麻雀屋、ぱちんこ屋、射的場、馬券・車券発売所等 ● ●

劇場、映画館、演芸場、観覧場、ナイトクラブ等 ● ●

キャバレー、個室付浴場等 ● ●

幼稚園、小学校、中学校、高等学校 ● ●

大学、高等専門学校、専修学校等 ● ●

図書館等 ● ●

巡査派出所、郵便局、地方公共団体の支所等 ○ × ※欄

神社、寺院、教会等 ○ × 　①：日用品販売店舗、喫茶店、理髪店及び建具屋等のサービス業用店舗のみ。２階以下。　　　

病院 ● ● 　②：①に加えて、物品販売店舗、飲食店、損保代理店・銀行の支店・宅地建物取引業等のサービス業用店舗のみ。２階以下。

公衆浴場、診療所、保育所等 ○ × 　③：２階以下　　④：物品販売店、飲食店を除く　　⑤：3,000㎡以下　　⑥：10,000㎡以下　　⑦：客席及びナイトクラブ等の床面積200㎡

認定子ども園（幼保連携型） ○ × 　⑧：個室付き浴場等を除く　　⑨：600㎡以下　　⑩：300㎡以下　２階以下　　⑪：600㎡以下　１階以下　　⑫：3,000㎡以下　２階以下

老人ホーム、身体障害者福祉ホーム等 ● ● 　⑬：作業場の床面積50㎡以下　　⑭：作業場の床面積150㎡以下　　　⑮：作業場の床面積　300㎡以下　　　⑯：1,500㎡以下　２階以下

老人福祉センター、児童厚生施設等 ○ × 　⑰：農産物直売所、農家レストラン等のみ　２階以下　　⑱：農産物及び農業の生産資材を貯蔵するものに限る　

自動車教習所 ○ × 　⑲：農産物の生産、集荷、処理及び貯蔵するものに限る

都市計画区域内におい
ては原則、都市計画決

定が必要

〈用途地域による制限〉
〇：建てられる建築物の用途

①～⑤：但し書き（※欄）により
建築制限がある建築物の用途
●：建てられない建築物の用途

〈地区計画による制限〉
×：建てられない建築物の用途

工

場

・

倉

庫

等

○ ×

一般廃棄物、産業廃棄物の処理業の用に供する建築物又は工作物（廃棄物の処理及び清掃に関する
法律に規定するもの）

建築基準法第51条に係
る施設の手続き

卸売市場、火葬場、と畜場、汚物処理場、ゴミ焼却場等

○

危険性や環境を悪化させるおそれが非常に少ない工場（原動機・作業内容に制限あり）

危険性や環境を悪化させるおそれが少ない工場（原動機・作業内容に制限あり）

火薬、石油類、ガスな

どの危険物の貯蔵・処

理の量

パン屋、米屋、豆腐屋、菓子屋、洋服店、畳屋、建具屋、自転車店等で作業場の床面積が50

㎡以下（原動機の制限あり）

○兼用住宅で、非住宅部分の面積が50㎡以下かつ建築物の延べ面積
の２分の１未満のもの（非住宅部分の用途制限あり）

店

舗

等

事

務

所

等

遊

戯

・

風

俗

ボーリング場、スケート場、水泳場、ゴルフ練習場、バッ

ティング練習場等

公

共

施

設

・

学

校

等

〈用途地域による制限〉
〇：建てられる建築物の用途

①～⑤：但し書き（※欄）により
建築制限がある建築物の用途
●：建てられない建築物の用途

〈地区計画による制限〉
×：建てられない建築物の用途

６．建築物等の用途の制限について

建築基準法第48条に基づく用
途制限の他に，地区計画によ
る用途制限を受ける。
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〔諮問第３号〕つくばの里工業団地地区地区計画の変更について
７．都市計画手続きの状況

2-6

手続きの内容 年 月 日 等

当初決定 平成30年10月16日 市街化調整区域における地区計画の都市計画決定
（つくばの里工業団地南地区地区計画）

原案作成 令和２年９月

市都市計画審議会（事前説明） 令和2年10月8日
（9月24日開催の予定であったが，台風接近のため10/8に延期）

住民説明会 令和２年10月10日 ⾧戸コミュニティセンター（8人）

素案の縦覧
（都計法16条2項，市条例）

縦覧期間：令和3年1月13日~1月26日（14日間，公告1/12）
意見書の提出期間：令和3年1月27日~2月2日（7日間）

※意見書の提出なし

事前協議（協議先：茨城県知事） 令和3年2月8日 提出 令和3年2月22日 回答（異存なし）

案の公告・縦覧
（都計法17条1項） 令和3年5月17日~5月31日（15日間：縦覧者0名，意見書の提出なし）

市都市計画審議会
（都計法19条1項） （本日）令和３年７月１日

本協議（都計法19条3項） 令和3年7月5日~9日（協議先：茨城県知事）
都市計画決定（都計法20条） 令和3年９月（予定）



（用途地域・地区計画による建築制限の概要）

地区計画

住宅・共同住宅 ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ● ●

寄宿舎、下宿 ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ● ●

○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ● ●

店舗等の床面積が   150㎡以下のもの ● ① ② ③ ○ ○ ○ ① ○ ○ ○ ○ ④ ×

店舗等の床面積が   150㎡を超え、   500㎡以下のもの ● ● ② ③ ○ ○ ○ ⑰ ○ ○ ○ ○ ④ ×

店舗等の床面積が   500㎡を超え、 1,500㎡以下のもの ● ● ● ③ ○ ○ ○ ● ○ ○ ○ ○ ④ ×

店舗等の床面積が 1,500㎡を超え、 3,000㎡以下のもの ● ● ● ● ○ ○ ○ ● ○ ○ ○ ○ ④ ×

店舗等の床面積が 3,000㎡を超え、10,000㎡以下のもの ● ● ● ● ● ○ ○ ● ○ ○ ○ ○ ④ ×

店舗等の床面積が10,000㎡を超えるもの ● ● ● ● ● ● ● ● ○ ○ ○ ● ● ●

事務所等の床面積が  150㎡以下のもの ● ● ● ③ ○ ○ ○ ● ○ ○ ○ ○ ○ ○

事務所等の床面積が  150㎡を超え、  500㎡以下のもの ● ● ● ③ ○ ○ ○ ● ○ ○ ○ ○ ○ ○

事務所等の床面積が  500㎡を超え、1,500㎡以下のもの ● ● ● ③ ○ ○ ○ ● ○ ○ ○ ○ ○ ○

事務所等の床面積が1,500㎡を超え、3,000㎡以下のもの ● ● ● ● ○ ○ ○ ● ○ ○ ○ ○ ○ ○

事務所等の床面積が3,000㎡を超えるもの ● ● ● ● ● ○ ○ ● ○ ○ ○ ○ ○ ○

ホテル、旅館 ● ● ● ● ⑤ ○ ○ ● ○ ○ ○ ● ● ●

● ● ● ● ⑤ ○ ○ ● ○ ○ ○ ○ ● ●

カラオケボックス、ダンスホール等 ● ● ● ● ● ⑥ ⑥ ● ○ ○ ○ ⑥ ⑥ ×

麻雀屋、ぱちんこ屋、射的場、馬券・車券発売所等 ● ● ● ● ● ⑥ ⑥ ● ○ ○ ○ ○ ● ●

劇場、映画館、演芸場、観覧場、ナイトクラブ等 ● ● ● ● ● ● ⑦ ● ○ ○ ○ ● ● ●

キャバレー、個室付浴場等 ● ● ● ● ● ● ● ● ● ○ ⑧ ● ● ●

幼稚園、小学校、中学校、高等学校 ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ● ● ●

大学、高等専門学校、専修学校等 ● ● ○ ○ ○ ○ ○ ● ○ ○ ○ ● ● ●

図書館等 ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ● ●

巡査派出所、郵便局、地方公共団体の支所等 ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ×

神社、寺院、教会等 ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ×

病院 ● ● ○ ○ ○ ○ ○ ● ○ ○ ○ ● ● ●

公衆浴場、診療所、保育所等 ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ×

認定子ども園（幼保連携型） ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ×

老人ホーム、身体障害者福祉ホーム等 ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ● ●

老人福祉センター、児童厚生施設等 ⑨ ⑨ ○ ○ ○ ○ ○ ⑨ ○ ○ ○ ○ ○ ×

自動車教習所 ● ● ● ● ⑤ ○ ○ ● ○ ○ ○ ○ ○ ×

単独車庫（附属車庫を除く） ● ● ⑩ ⑩ ⑩ ⑩ ○ ● ○ ○ ○ ○ ○ ○

建築物附属自動車車庫

⑪⑫③については、建築物の延べ面積の1/2以下

倉庫業倉庫 ● ● ● ● ● ● ○ ● ○ ○ ○ ○ ○ ○

自家用倉庫 ● ● ● ⑯ ⑫ ○ ○ ⑱ ○ ○ ○ ○ ○ ○

畜舎（15㎡を超えるもの） ● ● ● ● ⑤ ○ ○ ● ○ ○ ○ ○ ○ ×

● ③ ③ ③ ○ ○ ○ ③ ○ ○ ○ ○ ○ ×

● ● ● ● ⑬ ⑬ ⑬ ⑲ ⑭ ⑭ ○ ○ ○ ○

● ● ● ● ● ● ● ● ⑭ ⑭ ○ ○ ○ ○

危険性や環境を悪化させるおそれがやや多い工場 ● ● ● ● ● ● ● ● ● ● ○ ○ ○ ○

危険性が大きいか又は環境を悪化させるおそれがある工場 ● ● ● ● ● ● ● ● ● ● ● ○ ○ ○

自動車修理工場（原動機の制限あり） ● ● ● ● ⑬ ⑬ ⑭ ● ⑮ ⑮ ○ ○ ○ ○

量が非常に少ない施設 ● ● ● ⑯ ⑤ ○ ○ ● ○ ○ ○ ○ ○ ○

量が少ない施設 ● ● ● ● ● ● ● ● ○ ○ ○ ○ ○ ○

量がやや多い施設 ● ● ● ● ● ● ● ● ● ● ○ ○ ○ ○

量が多い施設 ● ● ● ● ● ● ● ● ● ● ● ○ ○ ○

※欄

　①：日用品販売店舗、喫茶店、理髪店及び建具屋等のサービス業用店舗のみ。２階以下。　　　

　②：①に加えて、物品販売店舗、飲食店、損保代理店・銀行の支店・宅地建物取引業等のサービス業用店舗のみ。２階以下。

　③：２階以下　　④：物品販売店、飲食店を除く　　⑤：3,000㎡以下　　⑥：10,000㎡以下　　⑦：客席及びナイトクラブ等の床面積200㎡未満

　⑧：個室付き浴場等を除く　　⑨：600㎡以下　　⑩：300㎡以下　２階以下　　⑪：600㎡以下　１階以下　　⑫：3,000㎡以下　２階以下

　⑬：作業場の床面積50㎡以下　　⑭：作業場の床面積150㎡以下　　　⑮：作業場の床面積　300㎡以下　　　⑯：1,500㎡以下　２階以下

　⑰：農産物直売所、農家レストラン等のみ　２階以下　　⑱：農産物及び農業の生産資材を貯蔵するものに限る　

　⑲：農産物の生産、集荷、処理及び貯蔵するものに限る

都市計画区域内においては原則、都市計画決定が必要

用　　途　　地　　域

第
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高
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専
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地
域
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地
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二
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地
域

準
住
居
地
域

近
隣
商
業
地
域

商
業
地
域

準
工
業
地
域

工
業
地
域

工
業
専
用
地
域

建築基準法第51条に係る施設の手続き

つ
く
ば
の
里
工
業
団
地
地
区

兼用住宅で、非住宅部分の面積が50㎡以下かつ建築物の延べ面積

の２分の１未満のもの（非住宅部分の用途制限あり）

⑫ ③ ③

店

舗

等

事

務

所

等

遊

戯

・

風

俗

ボーリング場、スケート場、水泳場、ゴルフ練習場、バッ

ティング練習場等

公

共

施

設

・

学

校

等

○

パン屋、米屋、豆腐屋、菓子屋、洋服店、畳屋、建具屋、自転車店

等で作業場の床面積が50㎡以下（原動機の制限あり）

危険性や環境を悪化させるおそれが非常に少ない工場（原動

機・作業内容に制限あり）

危険性や環境を悪化させるおそれが少ない工場（原動機・作

業内容に制限あり）

火薬、石油類、ガス

などの危険物の貯

蔵・処理の量

○ ⑪ ○ ○ ○

一般廃棄物、産業廃棄物の処理業の用に供する建築物又は工作物

（廃棄物の処理及び清掃に関する法律に規定するもの）

卸売市場、火葬場、と畜場、汚物処理場、ゴミ焼却場等

〈用途地域による制限〉
〇：建てられる建築物の用途

①～⑤：但し書き（※欄）により
建築制限がある建築物の用途
●：建てられない建築物の用途

〈地区計画による制限〉
×：建てられない建築物の用途

○○⑪ ⑪ ⑫

工

場

・

倉

庫

等

田
園
住
居
地
域

資料３
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〔諮問第4号〕

生産緑地地区の都市計画変更について

（生産緑地地区の解除について）

資料4

令和3年7月1日 都市計画審議会
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〔報告第1号〕

特定生産緑地の指定について

（経過報告）

資料5

令和3年7月1日 都市計画審議会

時 期 内 容

R2年2月～3月 特定生産緑地意向調査

R2年11月
～R3年3月 制度・指定スケジュールの作成，周知

R3年4月～7月 指定申込受付
利害関係人の同意取得 1地区

1地区

5地区

30地区

未定

一部のみ希望する

希望しない

希望する

0 5 10 15 20 25 30 35

調査対象:42地区うち5地区未回答
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